参議院本会議において代表質問が行われる－3/6

　連日のご健闘に敬意を表します。

　さて、３月６日の参議院本会議において代表質問が行われ、、民主党羽田雄一郎参議院議員、吉川沙織参議院議員が地方公務員給与および地方財政について政府の対応を質しました。

　なお、この情報は、暫定的に参議院インターネット審議中継から自治労本部が文章化したものです。今後、議事録が公表されたときは、議事録により引用されますよう、お願いいたします。

羽田雄一郎議員（民主党）

　自治体が激しく抵抗していることに、地方公務員の給与を政府が７月から一律にカットすることがあります。官民較差を埋めるため、人事院等の勧告にもとづいて自治体が自主的に給与を決めるシステムを、政府の財政上の理由で改めるのは納得がいきません。これは国家公務員が２年間で平均7.8％給与をカットするのにあわせて地方公務員にも同様のカットを迫るものであります。これによって財源である地方交付税が４千億円削減できるわけで、来年からの消費税引き上げに備え国と地方の公務員にもいわば身を切る改革をしてもらうとの政治的狙いがあるようです。しかし、地方公務員の給与は地方の企業の給与基準になっていて、安倍総理が賃金をあげるように経済界に要請していることと逆行し、整合性が取れず、ますます大企業と地方の賃金格差を助長するということになるのではないでしょうか。麻生財務大臣、自治体の反対にもかかわらず、地方交付税の削減、地方公務員の給与カットを断行するのはなぜですか。ご答弁ください。あわせて新藤総務大臣の見解を求めます。

　民主党政権では厳しい地方財政の現状を踏まえ、地方交付税を毎年増額する努力を行い、中期財政フレームにおいて地方の安定的な財政運営に必要な地方の一般財源の総額については前年度の水準を下回らないよう確保してきました。社会保障や環境対策など地方自治体として果たすべき役割が増えており、財政需要の増加は避けられません。民主党の中期財政フレームと同じように、地方の一般財源の総額確保に努めるべきだと考えますが、安倍総理、新藤総務大臣の御所見を伺います。

麻生財務大臣答弁

　地方交付税、地方公務員給与についてのお尋ねをちょうだいしました。

　今回の地方公務員給与の引下げの要請は、国、地方とも厳しい財政状況にある中、東日本大震災を契機とした防災・減災事業や地域の活性化といった地域の喫緊の課題に対処するため、当面の対応策として平成二十五年度について給与カットをお願いしたものであります。このような方針の下、地方交付税は標準的な行政水準に基づいて、今回の要請も踏まえて算定することといたしております。

　もとより、地方公務員の給与は、地方団体が議会での議論を経て条例で定めるものであるのは御存じのとおりです。給与削減を強制するためにそのような算定を行ったわけではありません。また、民間賃金は、各企業の業績、債務や内部留保、株式配当、設備投資などの状況などによって総合的に踏まえて決定されるべきものであります。経済団体に賃金の引上げを要請していることと今回の地方公務員給与の引下げ要請とが矛盾しているのではないかということは当たらないと考えております。

新藤総務大臣答弁

　羽田雄一郎議員から二点のお尋ねをいただきました。

　まず、地方公務員給与についてお答えいたします。

　今回の地方公務員給与にかかわる要請は、防災・減災事業や地域経済の活性化といった地域の喫緊の課題に対処するとともに、日本の再生に向けて国と地方が一丸となってあらゆる努力を結集しようと、こういう必要があることから地方公共団体に対し緊急にお願いをしたものでございます。

　民間企業の給与水準は、その企業の業績や景気の動向など様々な条件により変動するものでありまして、今回の要請が直ちに民間賃金の引下げにつながるものとは考えておりません。また、地方交付税の算定は標準的な行政水準に基づいて行うこととされております。平成二十五年度の地方公務員給与費については、今回の閣議決定に沿った水準を標準的なものとして算定したものであります。

　引き続き、地方側の理解が得られるように努めてまいりたいと存じます。

　次に、地方の一般財源総額についてでございます。

　この平成二十五年度の地方財政計画においては、社会保障関係費の増加等を適切に反映して歳出を計上した上で、地方が安定的に財政運営を行うことができるよう、一般財源総額について平成二十四年度と同水準を確保いたしました。

　各地方自治体においては、このように確保された財源を活用して、住民福祉の向上や地域の元気づくりなど、地域の実情に応じたきめ細かなサービスが提供されることを期待をしております。

吉川沙織議員（民主党）

　次に地方行財政問題についてうかがいます。政府は財務省のかいらいである、財政制度等審議会に世論を誘導させ、財務省の意向にそった地方財政改革をもくろんでいます。また、その逆に、財政審の平成25年度予算編成に向けた考え方では、算出根拠を伴わない歳出特別枠の地方財政計画への計上を批判させておきながら、国から中央集権的に地方公務員給与を削減させ、その削減額に見合った事業費にあわせて歳出に特別枠を設定しています。これでは単に弱い自治体いじめではありませんか。自治体の財政事情は千差万別です。国家公務員の給与減額支給措置に準じて地方公務員の給与削減を求めるとともに、それを反映して地方交付税を強制的に削減した場合、財政力の弱い団体ほどその影響を大きく受けることになります。また、今の政権は、地域経済の再生なくして日本経済の再生なしと国と地方の共通認識をお持ちなのではありませんか。その点からも極めて遺憾な問題です。総理、そして総務大臣も経験された財務大臣の見解をうかがいます。

　地方の自主性、自律性を最優先として、地方を重視した施策を進めることは重要です。国が地方公務員の給与削減を強制することは、地方自治の根幹にかかわる重大な問題です。ましてや地方交付税を国の政策目的実現のための手段として用いることは、地方の固有財源という地方交付税の性格を否定するものであり、断じて行うべきではありません。総理、および総務大臣の見解をうかがいます。

安倍総理答弁

　地方公務員給与の削減についてお尋ねがありました。

　地方公務員給与の削減については、防災・減災事業や地域経済の活性化といった地域の喫緊の課題に対処するため国に準じた取組を要請しているものであり、自治体いじめである、あるいは経済の再生の観点から問題であるとの御指摘は当たりません。

　また、地方公務員の給与は各地方公共団体が議会での議論を経て条例で定めるものであり、地方交付税はあくまで標準的な行政水準に基づいて算定を行うものであることから、今回の措置が地方自治の観点から問題があるとは考えておりませんが、引き続き地方の理解が得られるよう努めてまいります。

麻生財務大臣答弁

　地方交付税、地方公務員給与についてのお尋ねがありました。

　今回の地方公務員給与の引下げ要請は、国、地方とも厳しい財政状況にある中、東日本大震災を契機とした防災並びに減災事業や地域の活性化といった地域の喫緊な課題に対処するため、当面の対応策として二十五年度について給与カットをお願いしたところであります。

　また、地方交付税は標準的な行政標準に基づいて算定を行うものでありまして、今回の要請も踏まえて算定することといたしております。もとより、地方公務員の給与は各地方団体が議会の議論を経て条例で定めるものでありまして、給与削減の手段としてそのような算定を行ったわけではありません。その上で、地方財政計画におきましては給与削減分をこうした地域の課題に充てることとしており、自治体いじめであるとか、あるいは経済再生の観点から問題であるとの御指摘は当たらないと存じます。

新藤総務大臣答弁

　まず、地方交付税についてのお答えであります。

　地方交付税の算定は標準的な行政水準に基づいて行うこととしております。今回、政府といたしましては、地方公共団体に対して国家公務員の給与減額支給措置に準じた措置を講ずるよう要請する閣議決定を行ったわけであります。このため、平成二十五年度の地方交付税における地方公務員給与費については、この閣議決定に沿った水準を標準的なものとして算定を行うこととしており、地方交付税を給与削減の手段として用いるものではございません。

　このようなことから、今回の措置は、地方の固有財源という地方交付税の性格を否定するものとは考えておりません。

以上

